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第1回WGアジェンダ

アジェンダ スピーカー 時間

1. オープニング
• 通商政策局通商戦略室長より挨拶
• サプライチェーンデータ共有・連携WGの設置
及び議事の運営について

• 委員メンバーによる自己紹介

室長
事務局

自己紹介：全員

15分

2.本WG設立の背景・基礎情報
• サプライチェーンデータ連携の必要性
• ASEANとの共創の重要性
• 本WGの検討スコープ・進め方

事務局 5分

3.議論用資料説明
• 日ASEANにおけるSCデータ連携実現に向けたアプローチ
• 日ASEANで共創する際に優先するべきユースケース

事務局 10分

4.WG委員プレゼン
• ASEANにおける製造業の現状と高度化アプローチ
• インダストリー5.0×データ共有ネットワーク時代におけるアジア
を基軸とした日本の産学官展開のあり方

中村委員
小宮委員

15分
15分

5.全体ディスカッション ディスカッション：全員
ファシリテーション：座長

55分

6.クロージング 事務局 5分

120分

日時：令和4年10月14日：10:00-12:00
場所：オンラインと対面のハイブリッド方式
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本日の内容

1. オープニング
2.本WG設立の背景・基礎情報
① サプライチェーンデータ連携の必要性
② ASEANとの共創の重要性
③ 本WGの検討スコープ・進め方

3. 議論用資料説明
① 日ASEANにおけるSCデータ連携実現に向けたアプローチ
② 日ASEANで共創する際に優先するべきユースケース

4. WG委員プレゼン
5. 全体ディスカッション
6. クロージング
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検討背景①：サプライチェーンデータ連携の必要性（サマリ）
サプライチェーンを取り巻く状況の変化
• 新型コロナウイルス感染症の世界的拡大や地政学的緊張等による供給途絶リスクの多様化・甚大化や、人権・
環境・気候変動等の社会価値対応への要請、更には産業構造の変化等により、グローバルサプライチェーンの不
安定性や複雑性が増している。こうした事情も踏まえ、安定的かつ効率的にモノ・サービスを供給し、かつ国際的な
競争環境を勝ち抜くためには、自社だけではなく上流・下流におけるサプライチェーンを把握した上で、統合的に管
理することが一層重要になっている。

• このようなサプライチェーンの統合的な管理実現のためには、サプライチェーン上流・下流に位置する企業とも連携し
ながら、データドリブンで行うことが必須となる。

• また、製造系データを握りモノづくりを囲い込む動きや、顧客データを握りモノづくりに進出する動きといった、製造業
ビジネスモデルの高度化の動きが海外企業を中心に見られる中で、デジタルを活用しながら、顧客価値の高いモノ/
サービスに資する製造業への転換も求められる。

• 但し、多くの日系企業にとって、サプライチェーン構造の多層化・サプライヤーのデジタル化遅れ・データ共有を忌避
する文化等の背景事情により、企業レベルでの取組として、上流・下流を含めたサプライチェーンデータを共有・連
携するハードルは依然として高い

サプライチェーンデジタル化に向けた、海外のイニシアティブ・エコシステムの動向
• 海外においても、データドリブンでのサプライチェーンマネジメントの重要性は認識されている。
• 早くから、GAFAをはじめとしたメガプラットフォーマーにより、企業間におけるデータ共有・連携は推進されてきている
• このような動きも踏まえつつ、欧州では、データに対する主権を確立する観点から、データの囲い込みに繋がるような
動きが加速化している。特に、IDS・Gaia-X・Catena-X等のイニシアティブは、データ共有における標準ルール、統合
インフラ、共通ユースケースを構築。データの主権性の確立を原則としつつも、欧州として自国主導のルールや規制
を織り込むことで、自らに有利なエコシステム構築を目指している。



（参考）サプライチェーンリスクの拡大

 サプライチェーンの不安定要素・リスクは、近年増加している
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グローバル

国・地域

個別企業

短期的リスク
(直近)

中期的リスク
(5~10年以内)

長期的リスク
(30年以内)

産業構造変化

疾病 (パンデミック) 気候変動

地震・洪水

人口動態・市場縮小

疾病 (地域的流行)

サイバー攻撃

政治的対立・デモ 地域での武力衝突

サプライヤー廃業

為替変動

国・地域の財政破綻

人権

経済対立・保護主義

労働力確保

テロ攻撃

消費トレンド変化

エネルギー高騰

リ
ス
ク
要
因
の
影
響
範
囲

盗難・破壊活動

■: 自然リスク ■: 地政学リスク ■: 経済リスク ■: 社会的リスク ■: 犯罪リスク 直近3年でサプライチェーンに影響を与えている要素★

★

★
★ ★

★

出所）公開情報; 専門家・有識者へのインタビュー調査; ボストン コンサルティング グループ分析

第1回デジタル時代のグローバル
サプライチェーン高度化研究会資料抜粋













（参考）各国におけるデジタル・産業基盤の
関連イニシアチブ

 海外では、新たな産業基盤としてのデータの重要性が強く認識され、国・地域のレベルで
強化する取組が進められている

中国 米国 欧州
概要 • BAT※1等のITメガプレーヤーが

主体で企業間データ連携が進
められる

• 一方、民間企業のデータ支配の
強まりに対して、政府が掌握を
強める動きも強まる

• 更に、一体一路政策も踏まえ、
アジア新興国への展開を狙う

• GAFA※2をはじめとしたITメガ
プレーヤーが、企業間データ連
携を推進

• 政府として、民間企業の経済
活動を優先し、データ集積・
利用への関与は限定的

• 米中の動きを受け、自国・域内
でのデータ主権を確立するため、
政府・団体が主導となってデータ
標準化・連携基盤確立が進む

• 更に、域内で確立した仕組み・
枠組みを、アジア新興国などに
展開することも狙う

主体・関連
イニシアチブ

データ
集積・
利用

• ITプラットフォーマー(BAT※1)
• 一体一路・デジタルシルクロード

• ITプラットフォーマー(GAFA※2) • IDS・Gaia-X・Catena-X

データ
統制

• サイバーセキュリティ法
• データセキュリティ法
• 個人情報保護法

• 2021年戦略的競争法案
• 消費者オンラインプライバシー法
（連邦データプライバシー法）

• データガバナンス法
• デジタルサービス法
• デジタル市場法

凡例： 官が主となる活動

1: Baidu, Alibaba, Tencent, 2: Google, Amazon, Facebook, Apple
出所）公開情報; 専門家・有識者へのインタビュー調査; ボストン コンサルティング グループ分析
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（参考） Gaia-Xの公募プロジェクト

 IDS/Gaia-Xにおいては、多岐にわたる業界のプロジェクトを公募

出所）公開資料; ボストン コンサルティング グループ分析

プロジェクト分野

ヘルスケア

教育
自動車（修理）
Industy4.0/SME
建設

金融
法律
海事
林業

公共

分野横断

• HEALTH-X dataLOFT：Legitimierter, Offener und Föderierter Gesundheitsdatenraum in GAIA-X

• TEAM-X：Trusted Ecosystem of Applied Medical Data exchange

• MERLOT：Marketplace for Lifelong educational dataspaces and smart service provisioning

• AW4.0：Autowerkstatt 4.0
• COOPERANTS：Collaborative Processes and Services for Aeronautics and Space
• iECO：intelligent Empowerment of Construction Industry
• ZiBa：GAIA-X für die zirkuläre Bauwirtschaft
• EuroDaT：GAIA-X basierte Datentreuhänder
• DIKE：Digitales Ökosystem Recht
• MERISPACE-X：Smart Maritime Sensor Data Space X
• DWH4.0：Datenraum Wald und Holz 4.0
• energy data-x：Energy data space for data exchange in GAIA-X
• POSSIBLE：Phoenix open software stack for interoperable engagement in dataspaces
• GAIA-X-Rescue：Innovative Datenlösungen mit einer smarten Feuerwehr im Zeitalter föderierter Datenökosysteme

• OpenGPT-X：Aufbau eines GAIA-X Knotens für große KI-Sprachmodelle und innovative Sprachapplikations-Services

• TELLUS：Domänenübergreifende Föderierung und Vernetzung für kritische Anwendungen

第2回デジタル時代のグローバル
サプライチェーン高度化研究会資料抜粋
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検討背景②：ASEANとの共創の重要性（サマリ）
日本から見たASEANの魅力
• 調達先の観点では、中国に次ぐ貿易額であり、中国依存脱却の視点からも重要。
製造分野における投資先としても大きな割合を占める。

– 我が国の貿易額に占めるシェア：中国20%超、ASEAN15%
– 我が国のASEAN6への直接投資残高（製造業分野/2019年末）は16％、中国は11.4％

• 市場としても、GDP約3兆米ドル（日本の約60%）かつ、高成長
– 日本は直近4年のGDP成長率は最大1.6％に対して、ASEANは5.8%と高い

• 近年は、イノベーションセンターとしても期待される
– 社会課題ドリブンのイノベーションに特徴があり、日本の倍以上のユニコーン企業が存在

海外勢進出の脅威
• 日本はASEANの成長を享受できず、取引額のシェアも低下し、中国に後塵を拝する

– 今後の重要なパートナーとしても、日本と中国の位置付けが逆転
• 欧州もindustrie4.0展開の素地に加え、IDS/Gaix-X/Catena-Xの積極展開を狙う

– 独は産学官連携で戦略的にASEANにindustrie4.0を展開
ASEANとの共創の重要性
• サプライチェーン全体におけるデジタル技術の活用が今後益々重要になる中、

 守りの観点では、生産拠点の維持・発展や成長市場の獲得
 攻めの観点では、旺盛なデジタルイノベーション取り込みを通じた、新たな付加価値の創出
に向けて、サプライチェーンデジタル化をASEANと共創する必要あり。

• 攻め・守りの前提として、日ASEANの政治的・地理的・歴史的親和性をレバレッジ。
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（参考）日本から見たASEANの魅力（3/3）：イノベーション面

出所）各種公開情報よりBCG分析

 ASEANは社会課題ドリブンのイノベーションに特徴があり、日本の倍以上のユニコーン
企業が存在

中国 米国 欧州 東南アジア

• スマートシティ
• ハードウェア

• 世界最先端
コンセプト・
テクノロジードリブン

• サステナビリティ
• リビングラボ

• 社会課題ドリブン
• 巨大市場×実験

スタートアップの
特徴

スタートアップ
資金調達額 785億ドル 3,110億ドル 1,160億ドル 257億ドル

173 562 96 25ユニコーン数

6766億ドル 1.9兆円 2,854億ドル 587億ドルユニコーン合計
時価総額
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（参考）Industry4.0のASEAN展開

1. 企業がインダストリー4.0の主要な側面をよりよく理解し、施設の現状を評価するために使える診断ツール。テュフズードとシンガポールの経済発展委員会との提携で独自に開発
Source：公開資料; ボストン コンサルティング グループ分析

 産学官が連携し、ルールメイクへの入り込み、ビジネスへの落とし込み、現地研究機関の
囲い込みを戦略的に実施

現地政府と連携して、仕組み作り
から検討
• Smart Industry Readiness

Index1)をシンガポール
経済開発庁と共同作成

官の取り組み

人材育成段階から入り込むことで、
中長期的なロックインを目指す
• フラウンホーファー研究所の
現地拠点を活用し、
プロモーションを実施

• 現地政府と連携し、教育・
トレーニング機関の設立にも関与

学の取り組み

Industry4.0企業による
積極的な展開
• 現地政府への協力や、
人材育成にも協力

産の取り組み

ASEAN

第2回デジタル時代のグローバル
サプライチェーン高度化研究会資料抜粋
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（参考）欧州/中国の動向からのホラーストーリー（イメージ）

• 欧州は既にindustry4.0の動きの中で、ASEAN産学官との関係性あり
– シンガポール政府とはSmart Industry Readiness Index策定で深い関係あり
– また、シンガポールに独フラウンホーファー研究所もあり

• このような土台の活用、または取引関係を盾に取り、
ASEANにもIDS/Gaia-Xを押し込む可能性
– Industry4.0導入企業に更なる進化としてSCデータ連携を押し込み

(Smart Industry Readiness Indexに織り込む 等）
– 加えて、欧州輸出企業に対して、取引条件をつきつけることで、データ共有・連携を促進

• 結果、ASEANにとっての日本の位置付けが低下するとともに、日ASEANは欧州サイドにとっ
て有利なエコシステム・ビジネス環境に囲い込まれる可能性あり

• 中国企業も同様に、取引関係を盾にSCデータ共有・連携を急伸し、
結果として中国依存度を高める可能性
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サプライチェーンデータ共有・連携WGの主要論点

1. 日ASEANにおけるSCデータ連携実現に向けて、
どのようなアプローチで進めるべきか
• SCデータ連携に向けて、目的ドリブン・ユースケース基点で議論する必要があ
るのはなぜか。また、目的ドリブン・ユースケース基点で議論する際に、ASEAN
という地域特性をどのように考えるべきか。

• 日ASEANで共創する際に優先するべきユースケースは何か

2. 日ASEANにおけるユースケース創出に際した課題は何か
• 優先ユースケースを作りこむ上で、どのような課題があるか
• ユースケースをASEANで普及拡大する上での課題は何か

3. 課題に対してどのような打ち手をどのような順番で講じるべきか
• ユースケース創出・普及に際した課題を踏まえ、
ユースケースを支えるデータ共有・連携基盤にどのような機能が求められるのか

• 課題を踏まえて、どのような仕組みが必要であり、
どのような順番で実現していくか

第３回

第１回
（本日）

第２回
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本日の内容

1. オープニング
2. 本WG設立の背景・基礎情報
① サプライチェーンデータ連携の必要性
② ASEANとの共創の重要性
③ 本WGの検討スコープ・進め方

3. 議論用資料説明
① 日ASEANにおけるSCデータ連携実現に向けたアプローチ
② 日ASEANで共創する際に優先するべきユースケース

4. 委員プレゼン
5. 全体ディスカッション
6. クロージング
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（補論）日本起点で作りこんだユースケースを輸出する場合の問題（想定）
 必要要件の差分や、ASEAN側の受容性、海外勢の先行などの問題が想定される

概要想定される問題（例示）

• 高品質の日本企業のオペレーションに合わせて作りこむと、
ASEANに対してはオーバースペックとなる可能性

• ASEANに利用してもらうためには、ASEANのルール、インフラ、
組織・人材・商慣習・産業構造に合わせて対応が必要な可能性

• その際には、ユースケースに加えて、データ連携基盤に対する要求
条件も変わる

• 日本企業の求心力低下により、日本モデルのカスタマイズは受け
入れられない可能性
– ASEAN側も初期段階からユースケース創出に向けて声を入
れられることが重要

• 国内で数年かけてユースケースを作りこんだタイミングでは、既に海
外勢にデジタルSCを押さえられている可能性
– 欧州：Industry4.0を素地に、取引関係を盾にデータ連携

を推進
– 中国：現地進出企業/出資する現地企業や、中国との取

引関係をフックにデータ連携を推進 等

• 日本モデル（ユースケース＋
データ基盤）のカスタマイズ
が必要

• 日本モデルのカスタマイズへの
反発

• 海外勢に先行され、日本が
入り込む余地がなくなる

作る時間軸が
違う

作り方が違う

作るものが
違う
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ディスカッションポイント②：優先ユースケースの特定

先行事例や日系製造業への事前ヒアリングから、大きく５パターンのデータ共有ニーズ及び
29のユースケースが想定される。
• データ共有ニーズ：

SC強靭化、サステナブルSC、SC効率化、エンジニアリングチェーン連携、
新しい産業価値創出

このうち、ASEANとの共創という理念の下、日ASEAN双方の企業におけるインパクトの
観点から、ユースケースのスクリーニングが必須。

上記を踏まえ、本WGでは「SC途絶リスク可視化」と、「GHG排出量可視化」をASEANと
共創する優先ユースケースとして設定する。
• SC途絶リスク可視化

– ASEANでは物流、港湾、デジタルインフラ整備が不十分
– 日系製造業には中国依存脱却のニーズあり

• GHG排出量可視化：
– 業種を問わず対応が必要なテーマ
– EUを中心とした脱炭素先行地域との取引維持・拡大には対応が不可欠
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（補論）本WGにおける「ユースケース」の定義・要素

ユースケース
イメージ

(CFP可視化)

ユースケースの
要素

どのような目的で、誰が、どのようなデータを、どのようなプロセスでやりとりするかを定めるもの
• 目的・ニーズ、データ定義、データ共有プロセス、運用ルール
技術的な実現手段は別途検討
• 必ずしもデータ連携基盤を用いず、例えばexcel+メールでのデータ共有でも可
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（参考） IMD世界デジタル競争力ランキング(2022,対象国63ヵ国)

Source：IMD World digital competitiveness ranking 2022

 ASEAN内でもデジタル競争力には大きなバラつき。

シンガポール タイ マレーシア インドネシア フィリピン 日本

Overall

Knowledge
・Talent

・Training&ecucation
・Scientific 

concentration

Technology
・Regulatory 
framework
・Capital

・Technological 
framwork

Future 
readiness
・Adaptive 
attitudes

・Business agility
・IT integration

31位

25位

29位

31位

51位

60位

45位

52位

29位

28位

30位

28位

4位

5位

1位

10位

40位

45位

20位

49位

56位

62位

49位

58位

要素別に分解すると、シンガポール以外でも日本を上回るケースあり
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（参考）Logistics performance index(2012-2018)

 シンガポールは全般的にハイスコアだが、インドネシア、フィリピン、ベトナムは特に
Customs及びInfraの評価が高くない

シンガポール タイ マレーシア インドネシア フィリピン ベトナム

総合評価

Customs

Infrastructure

International
shipments

Logistics 
quality and 
competence

Tracking and
tracing

Timeliness

4.05

4.00

4.14

3.72

4.08

4.05

4.34

2.91

2.62

2.67

3.20

2.80

3.01

3.11

3.16

2.86

2.92

3.15

3.17

3.23

3.60

3.08

2.69

2.81

3.08

3.07

3.23

3.59

3.34

3.06

3.30

3.43

3.34

3.32

3.60

3.36

3.13

3.17

3.40

3.29

3.38

3.75

34
位

37
位
41
位
32
位
35
位
35
位
36
位

35
位

38
位
33
位
30
位
34
位
38
位
46
位

51
位

62
位
61
位
51
位
48
位
45
位
45
位

64
位

70
位
71
位
39
位
64
位
58
位
83
位

45
位

51
位
54
位
45
位
40
位
44
位
47
位

5
位

2
位
5
位
8
位
4
位
8
位
3
位

Source：Logistics performance index(世界銀行,2018,対象国160ヵ国)



38

（参考）GHG排出量可視化：各国政府の目標設定・取り組み概要

Source：Climate watch及び各国政府資料等よりBCG作成

 2050年CN目標設定国は、タイ、ベトナムに留まるものの、各国2030年向けには
目標値や取り組みを設定している

シンガポール タイ マレーシア インドネシア フィリピン ベトナム

注力分野
•自然の中の都市
•エネルギーリセット
•持続可能な生活
•グリーンエコノミー
•将来の変化対応

•食品・農業
•医療・健康
•エネルギー・材料・バ
イオ科学

•観光とクリエイティブ
産業

•エネルギー
•製造業
•交通・輸送
•建設
•廃棄物処理
•水

•エネルギー・資源
•製造業
•コネクティビティ
•再生可能資源
•自然資本による新た
な市場

•政策・規制
•研究開発・イノベー
ション・テクノロジー
インフラ
教育・啓蒙活動

•低炭素成長
•グリーンな生産
•ライフスタイルの
グリーン化

CO2排出量
（2019）

0.7億t 4.3億t 4.0億t 19.6億t 2.4億t 4.4億t

CN目標
2050年以降
• 2030年：
対2005▲36%

2050年
• 2030年：
対2005▲20%

未設定
• 2030年：
対2005▲45%

2070年頃
• 2030年：
対BAU▲29%

未設定
• 2030年：
対BAU▲75%

2050年
• 2030年：
対BAU▲9%

グリーン
政策

Singapore Green
Plan 2030

Bio-Circular 
Green Economy
Model

Green
technology 
Master Plan

The National
Green Growth
Roadmap

Philippine Action
Plan for Sustainable 
Consumption and 
Production

Vietnam Green
Growth Strategy

政策の
目標年度

2012-2030 2021-2026 2017-2030 2015-2030 2019-2040 2011-2020
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（参考）GHG排出量可視化：欧米企業からのプレッシャー

 国内CN目標に関わらず、有力欧米企業と取引する上では、脱炭素化の要請が高まる

2020年、従来の目標を引き上げ、「2030年までにすべてのApple製品をカーボンニュートラルにすること」 を表明
• 自社オペレーション (Scope1/2) は、すでにRE100を達成し、サプライチェーン (Scope3) へ対象を拡大

2024年までに仕入品およびサービスを対象とした支出額の 90%に該当するサプライヤーについて、SBT目標が設定さ
れること (2019年9月)

2025 年までに支出額の80%に該当するサプライヤーについて、SBT目標が設定されること (2019年8月)

全ての仕入品およびサービスを対象とした支出額の80%に該当するサプライヤーについて、スコープ1およびスコープ2の
SBT目標が設定されること(2019年3月)

2024年までに仕入品やサービス、資本財、川下のリースアセットを対象とした支出額の50%に該当するサプライヤーに
ついて、SBTスコープ1/2の目標が設定されること(2020年3月)

企業例 サプライヤーへの要請

Source：各社公表情報

Apple

DECATHLON

AT&T

Hewlett
Packard

TARGET
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（参考）GHG排出量可視化：企業/団体の取り組み状況

 国レベルでのCN目標は低調なASEANでも、有力企業は脱炭素化を進める姿勢

Source：各社公表情報

脱炭素の取り組み企業例

Vingroup
• ベトナム/
自動車

• Vingroup が選択した各サプライヤーは、法令遵守、品質基準、キャパシティ、労使関係、社会的影響、および
環境保護など複数の基準を満たす必要あり

• 今後ビジネスパートナーとなる可能性がある企業は、これらの観点からグループの調達部門によって徹底的に調査
される

アストラインター
ナショナル

• インドネシア/
自動車

• アストラは国の誇りとなるため、インドネシア政府とともに、2015～2030年の持続可能な開発目標（SDGs）を達
成するために努力

• 2015～2020年の間に、 GHG 排出量を最大 46万t削減

• マレーシア政府目標（2030年▲45%、2050年CN化）達成に向けて、エネルギーのデジタル化を目指すグリーン
イニシアチブを作成

• 同取り組みに基づき、太陽光の導入、LPGから天然ガスへの切り替え等を実施

PROTON
• マレーシア/
自動車

Ayala
• フィリピン/
コングロ
マリット

• 2050年までにCN宣言を実施
• 電子機器受託製造業の IMI フィリピンはリデュース（Reduce）、リユース（Reuse）、リサイクル（Recycle）
プログラムの実施により、非有害廃棄物のリサイクル率 98%を達成。「Return-to-Vendor」と呼ばれるバリュー
チェーンを通してパッケージを再利用するプログラムも廃棄物管理の一環として実施
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カーボンフットプリント検討会
（サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカーボンフットプリントの算定・検証等に関する検討会）

CN実現のためのサプライチェーン全体での排出削減に向けて、グリーン製品が選択されるような市場を創出し、我が国の成長に繋げていくため、
① 国内外のCFP を巡る状況を整理するとともに、我が国企業のサプライチェーン全体での排出削減と製品・産業の競争力強化の観点か
ら、参照すべきルールを考察し、CFP に関連する政策対応の方向性を明示するレポート「CFP レポート(仮称)」

② CFP の算定及び検証について、上記の観点から具体的に必要と考えられる事項・枠組について整理し、それを満たすことで一定の確か
らしさを担保することができるガイドライン「CFP 算定・検証ガイドライン(仮称)」

上記について議論する検討会を設置する。

＜委員＞

座 長 稲葉 敦 一般社団法人 日本LCA推進機構 理事長

委 員 伊坪 徳宏 東京都市大学環境学部 教授

伊藤 祐樹 三井物産株式会社

河村 渉 一般社団法人 CDP Worldwide-Japan シニアマネージャー

田原 聖隆 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 IDEAラボ ラボ長

渡慶次 道隆 株式会社ゼロボード 代表取締役

野村 祐吾 ソコテック・サーティフィケーション・ジャパン株式会社 環境対策部
審査グループマネージャー

長谷川 晃一 ボストン コンサルティング グループ合同会社
マネージングディレクター＆パートナー

深津 学治 グリーン購入ネットワーク 事務局長

オブザーバー 環境省、経団連、日商、全銀協、Green × Digitalコンソーシアム、G-CPS協議会

＜開催予定＞

2022年9月22日 第一回検討会

テーマ: 「論点と検討の方向性」の提示
「CFPレポート」「CFPガイドライン」のイメージの提示

2022年10月頃 第二回検討会

テーマ： GXリーグ賛同企業からの意見の紹介
「レポート案」「ガイドライン案」について

2023年1月頃 第三回検討会

テーマ： モデル実証事業の結果報告
「レポート案」及び「ガイドライン案」への意見募集について

2023年3月頃 第四回検討会

テーマ： 「レポート案」及び「ガイドライン案」の内容の検討

レポート及びガイドラインの公表

レポート案及びガイドライン案についての意見募集

（参考）経済産業省における検討 環境経済室提供資料
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本日の内容

1. オープニング
2.本WG設立の検討背景・基礎情報
① サプライチェーンデータ連携の必要性
② ASEANとの共創の重要性
③ 本WGの検討スコープ・進め方

3. 議論用資料説明
① 日ASEANにおけるSCデータ連携実現に向けたアプローチ
② 日ASEANで共創する際に優先するべきユースケース

4. 委員プレゼン
5. 全体ディスカッション
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委員プレゼン

グリーンCPS協議会 中村委員
及び

JIC-ベンチャーグロース・インベストメンツ 小宮委員
からプレゼン
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本日の内容

1. オープニング
2.検討背景・基礎情報
① サプライチェーンデータ連携の必要性
② ASEANとの共創の重要性
③ 本WGの検討スコープ・進め方

3. 議論用資料
① 日/ASEANでのSCデータ連携促進のアプローチ
② 日/ASEANで共創する優先ユースケース

4. 委員プレゼン（ASEANにおける製造業×デジタルの実態）
5. 全体ディスカッション
6. クロージング
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本日の内容

1. オープニング
2.本WG設立の背景・基礎情報
① サプライチェーンデータ連携の必要性
② ASEANとの共創の重要性
③ 本WGの検討スコープ・進め方

3. 議論用資料説明
① 日ASEANにおけるSCデータ連携実現に向けたアプローチ
② 日ASEANで共創する際に優先するべきユースケース

4. 委員プレゼン
5. 全体ディスカッション
6. クロージング






